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はじめに
本マニュアルは、交付決定後から補助金の支払、さらに事業終了後の報告までに必要となる実務を、わかりやすく確認できるよう整理したものです。経費の適正な執行と検査での不備防止を主たる目的として作成しています。
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参考様式集（別冊Excel）
参考様式1　原材料・消耗品受払簿
参考様式2　選定理由書
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参考様式4　取得物・成果物写真台帳
参考様式5　取得財産管理台帳










第1章　補助事業の流れ
交付決定から補助金支払までの流れ
	補助事業者
	
	県側の手続き・確認事項

	① 交付決定通知の確認
交付条件を確認
	←
	交付決定
交付決定通知を送付

	↓
	
	

	② 補助事業の実施
発注・契約、研究開発
経費・証拠書類の管理
	⇄
	事業実施中の確認
必要に応じ、照会・進捗確認・現地確認
相談内容への回答、変更申請等の審査

	↓
	
	

	③ 遂行状況報告
10月31日現在の状況を11月20日までに報告（要綱様式第7号）
	→
	遂行状況の確認
進捗状況・収支状況を確認

	↓
	
	

	④ 補助事業の完了
令和9年2月末日まで
納品・検収・支払を完了（※人件費の支払時期の例外を除く。）
	
	

	↓
	
	

	⑤ 実績報告
期限※までに実績報告書一式を提出
（要綱様式第8号・第9号・第10号）
	→
	⑥ 確定（完了）検査（現地検査）
事業の実施結果、補助対象経費
証拠書類・取得物等を確認

	
	
	↓

	⑧ 確定通知の受領
確定した補助金額を確認
	←
	⑦ 補助金額の確定
検査結果に基づき補助金額を確定
確定通知を送付

	↓
	
	

	⑨ 精算払請求
精算払請求書を提出（要綱様式第12号）
	→
	⑩ 補助金の支払
指定口座へ振込



	事業期間
原則として交付決定通知を受けた日から令和9年2月末日までです。受理された事前着手届がある場合を除き、交付決定前の発注・契約は対象外です。



	※実績報告期限
事業完了の日から起算して15日を経過した日又は令和9年3月5日のいずれか早い日までに提出してください。（要綱第17条第3項）






事業実施中に必要に応じて行う手続き
	手続き
	補助事業者が行うこと
	県側の手続き・確認事項

	計画変更
	変更前に計画変更承認申請書を提出
（要綱様式第5号）
	変更内容を審査し、承認の可否を通知

	中止・廃止
	事前に計画中止（廃止）承認申請書を提出
（要綱様式第6号）
	理由・実施状況を確認し、承認の可否を通知

	概算払
	必要に応じて概算払請求書を提出
（要綱様式第11号）
	請求内容を確認し、交付決定額の7割以内で支払



事業終了後に必要となる主な手続き
	手続き
	補助事業者が行うこと
	県側の手続き・確認事項

	消費税等報告
	仕入控除税額が確定した場合、速やかに報告（要綱様式第13号）
	報告内容を確認し、必要に応じ返還を求める

	財産処分
	1件当たりの取得価格が50万円以上の財産を処分する前に承認申請（要綱様式第14号）
	処分内容を審査し、承認の可否等を通知

	産業財産権届出
	出願・取得・譲渡等があった年度終了後20日以内に届出（要綱様式第15号）
	届出内容を確認

	事業化状況報告
	補助事業年度終了後5年間、毎年度終了後20日以内に報告（要綱様式第16号）
	報告内容を確認し、必要に応じ収益納付額等の納入を通知

	証拠書類の保存
	帳簿・証拠書類を事業完了日の属する年度の終了後5年間保存
	必要に応じ提出・提示を求める












第2章　補助事業実施中の基本ルール
2-1　対象経費となるための基本条件
	条件
	確認ポイント

	必要性
	交付決定を受けた事業の遂行に直接必要か

	期間
	対象期間内に発注・契約、納品・役務提供、支払が完了しているか

	計画整合
	交付申請時の計画・経費内訳に含まれているか

	金額妥当性
	相見積り等により経済性が確認できるか

	証拠書類
	取引内容、金額、相手先、日付、支払事実を確認できるか

	区分経理
	他事業・通常業務の経費と明確に区分されているか



	人件費の支払時期の例外
人件費は、支払が補助対象期間外となる場合でも、対象期間内に支給額が確定している場合に限り対象経費に含めることができます。



2-2　区分経理処理
補助事業に係る収入・支出は、他の経理処理と区別してください。証拠書類には管理番号を付すなど、補助対象経費明細書の整理番号と対応させると検査が円滑です。（参考様式3）
経費区分ごと、取引ごとに整理する
一括振込の場合は、対象取引が合計額に含まれることを示す内訳を添付する
社内振替や自社調達は、利益を除いた製造原価等の根拠を残す
2-3　相見積りと発注先の選定
発注先は、経済性の観点から原則として相見積りを徴収し、最低価格を提示した者を選定してください。
	ケース
	必要な対応

	予定価格（税込）50万円未満
	原則相見積り。社内規程がある場合はその規程に従う

	予定価格（税込）50万円以上
	原則2者以上から見積書を徴収

	2者以上の見積りが困難
	1者見積りに加え、困難な理由を選定理由書に具体的に記載（参考様式２）

	最低価格者以外を選定
	価格差を上回る合理的理由を選定理由書に記載（参考様式２）

	既存内規により相見積り不要
	内規等の根拠を確認できるよう整理



選定理由書に記載する観点
仕様・性能が事業目的に不可欠であること。
既存設備・部品・ソフトウェアとの互換性。
納期、供給可能性、保証・保守体制。
代替可能な事業者・製品の調査結果。
価格の妥当性を確認した方法。
	不十分な理由の例
「以前から取引がある」「信頼できる」「急いでいる」だけでは、客観的な選定理由として不十分です。



2-4　発注・契約
発注書又は契約書に、品名・仕様・数量・金額・納期を明記する。
委託は、業務内容、成果物、完了期限、成果物の帰属を契約書で明確にする。
発注・契約日は交付決定日以降とする。（受理された事前着手届がある場合を除き、交付決定前の発注・契約は対象外です。）
2-5　証拠書類と検収
	段階
	主な証拠書類
	確認事項

	選定
	見積書、仕様書、カタログ、選定理由書
	同一条件で比較できるか

	発注・契約
	注文書、注文請書、契約書
	対象期間、内容、金額

	納品・完了
	納品書、完了報告書、成果物、写真
	品名、数量、型式、完了日

	検収
	検収記録、納品書への検収日・確認者記載
	契約内容どおりか

	請求
	請求書
	請求内容、税額、宛名

	支払
	振込明細、通帳、カード明細、領収書
	支払先、金額、支払日



納品又は役務完了後は、内容・数量・品質を確認し、検収日や確認者を記録してください。返品、交換、手直しがあった場合も、その経過を伝票やメール等で残してください。
2-6　支払方法
原則として銀行振込とし、支払事実を客観的に確認できる資料を保存する。
振込手数料は補助対象外。
クレジットカード払いは、対象期間内に事業者口座から引き落とされたものに限る。
個人名義カード、相殺払い、回し手形等は避け、やむを得ない場合は事前に県へ相談する。
インターネットバンキングの明細は、閲覧期限前にPDF等で保存する。
	支払完了の考え方
請求書を受領しただけでは支払完了ではありません。原則として、事業者の口座から代金が支出された日が支払日です。






第3章　計画変更・中止等
3-1　事前相談が必要なケース
開発内容、目標、実施方法、実施体制を変更する。
設備、原材料、委託内容等を当初計画から変更する。
経費区分間の流用又は経費総額の減額が生じる。
事業完了が遅れる見込みとなった。
事業の継続が困難となり、中止又は廃止を検討する。
	必ず実施前に相談
変更後に相談した場合、変更部分の経費が補助対象外となることがあります。「軽微だと思った」場合でも、目的や成果への影響があるときは承認が必要です。



3-2　要綱上の軽微な変更（要綱第13条第2項）
	区分
	承認不要となる範囲

	経費総額の減額
	補助対象経費総額の20％以内

	区分間流用
	他区分へ流用する額の合計が補助対象経費総額の20％以内

	実施方法等
	事業目的に影響を及ぼさない実施手順、工程、体制等の細部の変更



軽微変更に該当しても、交付決定条件や個別指示により手続きが必要となる場合がありますので、判断に迷う場合は、変更内容、理由、変更前後の金額を整理したうえで県へ相談してください。
3-3　軽微な変更の具体例
　補助対象経費総額1,000万円、20％相当額200万円の事業を例にします。
	例
	変更内容
	判定

	A
	人件費を100万円増額し、委託費・謝金を合計100万円減額。総額は1,000万円のまま
	流用額100万円で20％以内。要綱上は軽微変更

	B
	流用額100万円に加え、経費総額を50万円減額
	流用100万円、総額減額50万円。いずれも20％以内。要綱上は軽微変更

	C
	流用額100万円、経費総額を250万円減額
	総額減額が20％を超えるため、変更承認が必要


	計算上20％以内でも承認が必要となる例
試作品の仕様、開発目標、委託先の役割など、事業内容そのものが変わる場合は、金額にかかわらず変更承認が必要です。



3-4　中止・廃止（要綱第14条）
補助事業を中止又は廃止する場合は、あらかじめ計画中止（廃止）承認申請書（要綱様式第６号）を提出し、承認を受けてください。事業期間内の完了が難しい場合や、開発継続が困難となった場合は、早期に県へ相談してください。
3-5　交付申請の取下げ（要綱第12条）
交付決定後に申請を取り下げる場合は、交付決定通知を受けた日から20日以内に交付申請取下書（要綱様式第４号）を提出します。
3-6　概算払（要綱第19条）
補助事業の実施途中に概算払を希望する場合は、概算払請求書（要綱様式第11号）を提出してください。概算払は2回まで、合計額は交付決定額の7割以内です。なお、補助金額の確定後、概算払額が確定額を上回る場合は、超過額を返還する必要があります。



















第4章　経費区分別の確認事項
	経費区分
	対象となる主な内容
	主な注意事項

	人件費
	技術検証・試作開発等に直接従事する人員の給与
	航空・宇宙機器関連分野は対象外。販路開拓は対象外

	設備備品費
	機械装置、工具、器具、備品の購入・製造・改良・借用等
	汎用品、基礎工事は対象外。50万円以上は財産管理

	原材料・消耗品費
	事業に直接使用し消費する原材料・消耗品
	必要最小限。未使用残存品は除外。受払簿を作成

	専門家等謝金・旅費
	外部専門家の謝金・旅費
	単価根拠、契約、成果物の帰属を確認

	委託・外注費
	調査、試験分析、評価、加工、設計、プログラム開発等
	契約内容、成果物、検収を明確化

	役務費
	知財関連、翻訳、データ分析、ライセンス、学会参加等
	対象期間を超える利用分は按分

	展示会等出展費
	出展料、小間代、会場整備、通訳・運搬等
	県等が支援する展示会を除く。社員旅費は対象外

	広告宣伝費
	開発成果のチラシ、動画、広報媒体等
	会社PR・通常営業は対象外

	その他経費
	知事が特に必要と認める経費
	必ず事前に県へ確認


	共通の判断基準
「事業に直接必要」「交付決定内容と一致」「対象期間内」「金額が妥当」「証拠書類で説明できる」の全部を満たす必要があります。



4-1　人件費
技術検証、試作開発、設計、試験、評価等に直接従事した時間に係る給与が対象。
販路開拓、営業活動、通常業務及び補助事業と直接関係しない事務作業は対象外。
航空・宇宙機器関連分野では人件費は補助対象外。
人件費単価に補助事業へ直接従事した時間を乗じて算定し、実際に支払われた給与額を上限とする。
従事者ごと、月ごとに補助業務従事日誌を作成し、勤務記録と整合させる。
人件費単価及び支給実績を確認できる給与資料、健保等級資料、雇用契約書等を整備する。
詳細な算定方法及び必要書類は、第5章「人件費」を確認。
4-2　設備備品費
自社で機械設備等を製作する場合の購入部品は設備備品費として整理する。
設置場所の整備工事、基礎工事は対象外。
賃借料は対象期間分のみ。契約期間が対象期間を超える場合は合理的に按分する。
補助事業以外にも利用可能な汎用設備は対象外。
1件当たりの取得価格が50万円以上の財産は、処分制限財産として管理する。（参考様式５）
取得した設備・備品は、補助事業名、取得年月日、財産管理番号等を記載したラベル（シール）を貼付するなど、補助対象財産であることが識別できるようにしてください。
必要書類の例
見積書、仕様書、カタログ、選定理由書
注文書・契約書、納品書、検収記録、請求書、支払証憑
設備全体、型式・製造番号、設置場所が分かる写真（参考様式４）
4-3　原材料・消耗品費
購入量は事業に必要な最小限とする。
受入れ、払出し、使用目的、在庫、未使用残存量を受払簿へ記録する。（参考様式１）
事業完了時の未使用残存品は、対象経費から除外する。
仕損品やテストピースは保管する。困難な場合は品名・数量・撮影日が分かる写真を残す。
	残存品の控除例
100個を15万円（税抜）で購入し、70個を使用、30個が未使用の場合、原則として未使用30個分の4万5千円を補助対象経費から除外します。



4-4　専門家等の謝金・旅費
謝金・旅費の支出単価は、社内規程等により根拠が明確で、社会通念上妥当な額とする。
依頼内容、期間、成果、金額を文書で明確にする。
補助事業との関係が分かる議事録、指導報告書、成果資料等を保存する。
4-5　委託・外注費
	区分
	考え方
	確認事項

	委託
	補助事業者だけでは実施困難な調査、試験、評価、共同研究等を外部へ依頼
	業務内容、成果物、帰属、再委託、完了期限

	外注
	補助事業者が明確な仕様を示して加工、組立、設計等を発注
	仕様、数量、納期、検収。原則として開発要素を含まない



成果物が補助事業者に帰属することを契約書で明確にする。
報告書、分析結果、図面、プログラム等の成果物を保存する。
契約変更が生じる場合は、実施前に県へ相談の上、変更契約を締結する。
4-6　役務費
産業財産権関連、翻訳、データ分析、ソフトウェアライセンス、学会参加費等が対象。
ライセンス期間が対象期間を超える場合は、対象期間分のみを合理的に按分する。
特許庁等への公租公課に該当する費用がある場合には事前に県に確認する。
4-7　展示会等出展費
出展料、小間代、主催者又は指定事業者へ支払う会場整備費が対象。
出展に直接必要な通訳・翻訳、運搬、保険、印刷製本費を含めることができる。
社員の旅費・日当は対象外。
県及び（公財）長野県産業振興機構が出展支援する展示会等は対象外。
出展状況、展示物、ブース全景、来場者対応等の写真を保存する。
4-8　広告宣伝費
補助事業により開発した製品・技術の広報に限る。
企業全体のPR、既存製品の広告、通常の営業活動は対象外。
制作物、掲載画面、配信実績、仕様書等を保存する。
ヘルステック関連分野では、未承認医療機器等の広告規制に十分留意する。
	未承認医療機器等の広告規制について
承認（届出、認証、承認）前の医療機器等については、医薬品医療機器等法第68条において広告が禁止されています。展示会等への出展やパンフレット作成の際はご注意ください。



4-9　共通して対象外となる主な経費
	対象外経費
	例

	対象期間外
	交付決定前の発注・契約、事業完了後の支払

	経常的経費
	光熱水費、通信費、一般的な事務所経費

	汎用品・事務用品
	PC、タブレット、スマートフォン、文房具、書籍
※具体例：インターネット閲覧やメール、経理処理等の通常業務（補助事業以外の業務）にも使用できるPC、タブレット、一般的な書籍等

	量産用設備
	補助事業における技術検証や試作開発を目的とせず、製品の量産又は通常の生産活動に継続して使用する機械装置等

	税・手数料
	原則として消費税等、振込手数料、公租公課、関税

	保険料
	原則対象外（展示会出展に係る保険料は例外）

	不適切な経費
	飲食、贈答、通常営業費等





第5章　人件費
	[bookmark: _Hlk238494326]対象分野に注意
航空・宇宙機器関連分野では人件費は補助対象外です。また、人件費は技術検証・試作開発等に直接従事した時間が対象で、販路開拓は対象外です。



5-1　基本計算
	計算式
補助対象人件費 ＝ 人件費単価（円／時間）× 補助事業に直接従事した時間



補助対象人件費は、実際に支払われた給与額を限度とします。法定福利費の事業者負担分は人件費単価に上乗せしません。
5-2　人件費単価の考え方
	対象者
	単価の算定

	健保等級適用者
	賞与回数に応じて等級単価一覧表のA又はB区分を選択し、健保等級に対応する時間単価を使用

	年俸制・月給制
	月給相当額を算定し、等級単価一覧表の月給範囲額に対応する時間単価を使用

	日給制
	日給額を雇用契約上の所定就業時間で除した単価を使用

	時給制
	雇用契約等に基づく時給を使用



対象期間中に健保等級が2等級以上変更となる場合は、改定月から新しい等級単価を適用する。
賞与を加算する場合は、支給額・算定対象期間を確認し、対象期間分を按分する。
給与実績と等級単価に大幅な乖離がある場合は単価調整が必要となる。
5-3　整備する資料
	資料
	確認事項

	補助業務従事日誌
	従事日、時間、具体的な業務内容

	就業規則・就業カレンダー
	所定労働日・所定労働時間

	タイムカード・出勤簿
	実際の勤務時間との整合

	健保等級証明書・標準報酬通知等
	健保等級と適用期間

	給与証明書・給与明細・賃金台帳
	給与形態、支給額、賞与等

	雇用契約書
	日給・時給・所定時間等


※補助業務従事日誌、健保等級証明書及び給与証明書の様式は、「人件費の計算に係る取扱い」を確認してください。

5-4　従事日誌の書き方
	良い記載例
	不十分な記載例

	試作機Aの生体センサ回路設計及びノイズ測定
	開発業務

	耐久評価試験の条件設定及び測定結果整理
	試験

	外注予定の加工仕様及び公差条件の検討
	打合せ

	試作部材Bの材料選定及び寸法測定
	事務処理



同日に通常業務も行った場合は、補助事業従事時間と他業務時間を区分する。
会議・出張は、補助事業に直接必要な内容と相手方を具体的に記録する。
月ごと、従事者ごとに管理者が確認を行う。
	不一致は減額の原因
従事日誌、タイムカード、出勤簿、給与資料の時間や日付が一致しない場合、該当時間が対象外となることがあります。





第6章　実績報告
6-1　提出書類
	書類
	様式・内容

	実績報告書
	要綱様式第8号

	実施結果報告書
	要綱様式第9号
（計画、実施内容、成果、今後の見込みを具体的に記載）

	収支報告書
	要綱様式第10号
（経費区分別の税込額、税抜対象額を記載）

	その他資料
	県が必要と認める資料、証拠書類、写真、各種管理簿、参考様式等


	提出期限
事業完了の日から起算して15日を経過した日又は令和9年3月5日のいずれか早い日までに提出してください。（要綱第17条第3項）



6-2　実施結果報告書の書き方
当初計画で予定していた技術検証・試作開発の内容を示す。
実際に実施した内容、方法、条件、結果を具体的に記載する。
計画との差異がある場合は、その理由と対応を説明する。
得られた成果・課題を、写真、図表、試験データ等で示す。
製品化・事業化に向けた今後の予定を記載する。
	公開情報への配慮
実施結果報告書に機密情報を含める場合は、県への提出資料と成果公表用資料を区別し、取扱いを事前に相談してください。



6-3　実績報告時に整理する証拠書類
	書類
	確認する内容

	見積書・相見積り・選定理由書
	価格、仕様、選定過程

	発注書・契約書
	発注日、内容、金額、納期

	納品書・完了報告・成果物
	納品・役務完了の事実

	検収記録
	検収日、確認者

	請求書
	請求内容、税額

	支払証憑・領収書
	支払日、相手先、金額

	写真・管理簿・日誌
	取得物、使用実績、従事実績


　 ※経費区分や取引内容により、必要となる書類は異なります。

6-4　推奨するファイル（フォルダ）整理の例
大フォルダー：事業者名_実績報告一式
中フォルダー：経費一覧番号_経費区分_品名
ファイル名：01_見積書、02_発注書、03_納品書、04_請求書、05_支払証憑、06_写真　等
6-5　消費税等
補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税のうち、仕入税額控除の対象となる額は補助対象外です。実績報告時に仕入控除税額が明らかな場合は減額して報告し、実績報告後に確定した場合は要綱様式第13号により速やかに報告してください。航空・宇宙機器関連分野の県内大学等には実施要領上の例外があるため、該当する場合は県へ確認してください。


第7章　中間検査・確定（完了）検査
7-1　検査の目的
県は、補助事業が交付決定内容に従って実施され、経費が適正に支出されているかを確認します。書面確認に加え、必要に応じて現地調査を行います。
	確認分野
	主な着眼点

	事業実施状況
	計画との整合、進捗、成果、変更手続

	対象期間
	発注・契約、納品・完了、支払の日付

	経済性
	相見積り、選定理由、価格妥当性

	証拠書類
	一連の取引を追跡できるか、金額・宛名が一致するか

	人件費
	単価根拠、従事日誌、勤怠・給与資料との整合

	原材料
	受払簿、使用実績、残存品除外、仕損品・テストピース

	設備・成果物
	現物、型式・製造番号、設置場所、成果物、写真

	経理
	区分経理、帳簿、支払事実、消費税処理



7-2　よくある指摘事項
相見積り又は選定理由書がない。
発注日が交付決定前、又は支払日が事業完了後。
請求書と振込額が一致しないが内訳がない。
日誌の業務内容が抽象的、又は勤怠記録と不一致。
未使用原材料が補助対象経費に含まれている。
取得物・成果物・検収を確認できる資料がない。
	検査まで待たない
証拠書類は取引の都度整理し、中間検査前又は事業完了予定日の1か月前を目安に社内点検してください。



7-3　国の会計検査
本補助金は国の交付金を活用しているため、県が行う中間検査や確定（完了）検査とは別に、会計検査院による検査の対象となる場合があります。補助事業の実施及び経理処理に当たっては、経費の必要性や支出内容を説明できるよう、帳簿及び証拠書類を適切に整理・保存してください。

第8章　事業終了後の手続き
	手続き
	内容・期限

	精算払請求
	額の確定通知後、要綱様式第12号を提出

	消費税等報告
	実績報告後に仕入控除税額が確定した場合、要綱様式第13号で速やかに報告

	帳簿・証拠書類保存
	事業完了日の属する年度終了後5年間保存

	事業化状況報告
	補助事業年度終了後5年間、毎年度終了後20日以内に要綱様式第16号を提出
　令和8年度に補助事業を実施した場合、令和9年度から
　令和13年度までの5年間が報告対象です。
　各年度の状況を、翌年度の4月20日までに報告してください。
　例：令和9年度分は令和10年4月20日まで、令和13年度分は
　令和14年4月20日まで。

	産業財産権届出
	補助事業年度又は終了後5年以内に出願・取得・譲渡等をした場合、当該年度終了後20日以内に要綱様式第15号を提出

	財産処分※
	1件当たりの取得価格が50万円以上の財産を処分する場合、事前に要綱様式第14号で承認申請する

	成果公表
	知事の求めに応じて成果を公表

	収益納付
	事業化、知財譲渡等により収益が生じた場合、補助金の全部又は一部の納付を求められる



	※財産の処分とは
売却、譲渡、貸付け、交換、担保設定、廃棄、目的外使用等を含みます。該当する可能性がある場合は、実施前に県へ相談してください。



概算払を受けている場合
概算払は2回まで、合計額は交付決定額の7割以内です。確定額が既交付額を下回った場合は、超過額を返還する必要があります。


実績報告前セルフチェック
	区分
	確認内容
	確認

	期限
	交付要綱、交付決定通知及び県の案内に基づく提出期限を確認した。
	□

	対象期間
	契約、発注、納品、役務提供及び支払が対象期間内である。事前着手又は人件費の例外は根拠を確認した。
	□

	計画変更
	事業内容又は経費配分の変更について、必要な事前相談・承認を行った。
	□

	相見積り
	原則2者以上の見積りがあり、例外の場合は客観的な選定理由を整備した。
	□

	区分経理
	補助事業の収入・支出を他の経理と明確に区分した。
	□

	証拠書類
	見積りから支払までを追跡でき、県からの提出・提示依頼に対応できる。
	□

	人件費
	人件費取扱いに従い、単価根拠、従事日誌、勤怠・給与資料が整合している。
	□

	原材料
	受払簿を作成し、未使用残存品を対象経費から除外した。
	□

	設備・成果物
	現物、型式、設置場所、成果物、検収を確認できる資料を整理した。
	□

	消費税
	仕入控除税額を適切に除外し、取扱いを確認した。
	□

	様式間整合
	要綱様式第8号・第9号・第10号と経費一覧、証拠書類の金額が一致する。
	□

	写真
	設備、原材料、成果物、展示状況等の写真を整理した。
	□




問い合わせ先・参照資料
事業内容全般
	[bookmark: _Hlk238496697]担当
	住所
	連絡先

	長野県産業労働部
産業技術課
技術振興係
	〒380-8570
長野県長野市南長野幅下692-2
長野県庁５階
	電話：026-235-7196（直通）
　　　026-232-0111（内線2939）
FAX：026-235-7197
E-mail：sangi@pref.nagano.lg.jp



申請書類の提出・地域ごとの相談先
補助事業者の所在地を管轄する地域振興局（商工観光課又は企画振興・商工課）へお問い合わせください。
	地域
	部署名
	住所
	連絡先

	小諸市、佐久市、南佐久郡、北佐久郡
	佐久地域振興局
商工観光課
	〒385-8533
佐久市大字跡部65-1
	0267-63-3158
sakuchi-shokan@pref.nagano.lg.jp

	上田市、東御市、小県郡
	上田地域振興局
商工観光課
	〒386-8555
上田市材木町1-2-6
	0268-25-7141
uedachi-shokan@pref.nagano.lg.jp

	岡谷市、諏訪市、茅野市、諏訪郡
	諏訪地域振興局
商工観光課
	〒392-8601
諏訪市上川1-1644-10
	0266-57-2922
suwachi-shokan@pref.nagano.lg.jp

	伊那市、駒ヶ根市、上伊那郡
	上伊那地域振興局
商工観光課
	〒396-8666
伊那市荒井3497
	0265-76-6832
kamichi-shokan@pref.nagano.lg.jp

	飯田市、下伊那郡
	南信州地域振興局
商工観光課
	〒395-0034
飯田市追手町2-678
	0265-53-0432
minamichi-shokan@pref.nagano.lg.jp

	木曽郡
	木曽地域振興局
企画振興・商工課
	〒397-8550
木曽郡木曽町福島
2757-1
	0264-25-2228
kisochi-shokan@pref.nagano.lg.jp

	松本市、塩尻市、安曇野市、東筑摩郡
	松本地域振興局
商工観光課
	〒390-0852
松本市大字島立1020
	0263-40-1933
matsuchi-shokan@pref.nagano.lg.jp

	大町市、北安曇郡
	北アルプス地域振興局商工観光課
	〒398-8602
大町市大町1058-2
	0261-23-6523
kitachi-shokan@pref.nagano.lg.jp

	長野市、須坂市、千曲市、埴科郡、上高井郡、上水内郡
	長野地域振興局
商工観光課
	〒380-0836
長野市大字南長野南県町
686-1
	026-234-9528
nagachi-shokan@pref.nagano.lg.jp

	中野市、飯山市、下高井郡、下水内郡
	北信地域振興局
商工観光課
	〒383-8515
中野市大字壁田955
	0269-23-0219
hokuchi-shokan@pref.nagano.lg.jp
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